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多国籍企業問題と競争政策の課題
一東京国際会議の印象ー一0
越
?
和 典
ー
去る 9月19日から22日までの 4日間， 「国際経済と競争政策に関する東京国
際会議」 ("TokyoConference on International Economy and Competition Policy) 
が開催された。日本を含む18カ国から 200名近い研究者l)' 政策担当者および
実務家が参集し， 5つの分科会にわかれて報告・討論を行なった。研究報告
者とその論題の詳細は， このエッセイの末尾に記載したリストを参照された
しヽ。
国際経済と競争政策（独禁政策）に関する国際会議が最初に開催されたのは，
1958年シカゴにおいてであったが，以来，第2回会議が1960年（フランクフルト）
第3回会議が1962年（ワシントン）， 第4回会議が1969年（イギリスのケンプリッ
ジ）にそれぞれ開催されているので，今回の東京会議は第5回ということにな
る。
第2次大戦前には，競争維持政策の国際会議どころか，そもそも独禁法をも
っていた国は，アメリカおよびカナダの 2国にかぎられていた。各国政府は企
1) "Conference Handbook"に記載されている外人参加者は87名， 日本人参加者は100
名である。
67 
41、6 闊西大學「癌清論集」第23巻第4・5号
業集中・カルテル化政策の推進に大童であった。独禁政策思想は地を払い，国
際カルテルによる巨大企業の地域分割は公然の事実であった。 ところが， 戦
後，先進資本主義国はイタリーを除き， いずれも独禁法をもつようになり， 2)
独禁政策思想は，日本のようにこの政策の歴史を欠く国にさえ確実に定着し，
政府は少なくとも公式的には，競争維持政策を経済の民間セクターにおける資
源配分の効率性を維持する上での政策的主柱とみなすにいたった。このような
状況の下で，競争維持政策推進のための「国際的協調」を求め，数次の国際会
議が開催され今日にいたっているのである。この政策の過去をふりかえり，今
昔の感を禁じえなかった者はひとり私のみではなかったであろう。
ところで，今回の東京会議では，その初日にR・バーノンが "NewPerspe-
ctives in Competitive Policy" と題する公開講演を行ない，多国籍企業の問題
性を，その歴史的背景や現代の国際経済環境との関連で取上げたことに象徴さ
れているように，全般的に多国籍企業問題に関心をもつ論議が多く，各分科会
を通じてこれが多面的に取上げられた。これは今回の会議の 1つの特徴をなし
たといって過言ではなかろう。因みに，第4回のケンプリッジ会議のペーパー
（文献1〕を読むと，多国籍企業問題は，第4分科会で取上げられるにとどま
っている。今回の会議のこの特徴は，近年の多国籍企業の発展が競争維持政策
に与えるインパクトを解明し，有効適切な政策手段を開発することが，国際的
に最大の研究課題となっている現状を物語るものといえよう。
私はたまたま今回の東京会議に出席する機会をえて，研究上有益な若干の知
識をうることができたが，同時に考えさせられる点もまた少なくなかった。そ
こで，この会議の印象が消え去らないうちに，この会議で報告された諸家のペ
ーパーや， 私が参加した分科会（第2.第3および第5分科会）での討論を想起
しつつ，平素，主題に関し抱いている管見の一端を書きとめておきたいと思
2)先進工業国以外では，イスラエル，オーストラリア，インドといった国も独禁法をも
っている。
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う。もっとも，会議は第 1'第2分科会と第 3,第4分科会がそれぞれ平行し
てもたれたため，出席できなかった分科会での討論はうかがい知ることができ
ない。配布されたペーパー8)などを熟読の上，いずれいま少し形のととのった
コメントを書く必要を痛感するが，原稿の/切日にはまにあいそうもなく，い
まはこのような不本意なエッセイで紙面を汚すほかない。
?
私のように，多国籍企業問題を産業組織論の視点から解明したいと念願して
いる者にとって，興味の中心は，何よりもまず企業の海外直接投資が，現実に
各国各産業の組織にどのような変容をひき起こしつつあるかを知ることであ
る，私は，今回の会議でこの点の実証分析の成果が発表され，大いに新知識を
与えられるものと期待していたが，実のところ，この期待は裏切られたといわ
ねばならない。
上記の問題についての過去の研究成果は，私が別の機会に述べたように〔文
献2〕，きわめて不満足な状態である。売手集中度に与える影響に関し，わず
かに，ローゼンプルス〔文献3)およびストヤー〔文献 1所収〕の実証的研究
がみられるにとどまる。それらの結論によれば， カナダ（ローゼンプルス）につ
いても，イギリス（ストヤー）についても， 外国人所有企業（多国籍企業）が売
手集中度を高める役割を果しているとはいえず，正確には，外国人所有企業と
国内産業の売手集中度の変化の間には，格別の関係を見出しがたいとされてい
る。今回の会議では馬場正雄教授の報告〔リスト13)によって，日本について
も，ほぼ同様のことがいえることが明らかにされた。これはこの会議における
1つの成果であったと思われる。ただし，ストヤーの研究〔文献 1所収）が，
3)::: のペーパーには，第1.分科会での今井賢ー教授の報告〔リスト 2〕のような， 日本
の研究者によるすぐれた業績が含まれている。開催地の関係上， 日本の研究者の報告が
数多くみられたが，これも今回の会謙の特徴といえよう。
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実は誤った統計資料にもとづくものであって，最近の研究〔文献4)では，こ
れが訂正されていることが参加者によって指摘されたことは有益であった。
集中度以外の参入障壁・製品差別化等の市場構造の諸要因と，多国籍企業に
よる直接投資との関係については，質的予測のレベルではともかく，実証的研
究の分野では，ほとんどみるべき研究実績がなく，今回の会議でも示されなか
ったように思われる。これは今後の課題の 1つといえよう。
さて，周知の通り，かつてケイプスは，直接投資を水平的・垂直的投資に 2
分し，興味ある分析を行なったが（文献5〕， そこでの 1つのボイントは，水
平的直接投資を製品差別化の要素と結びつけて解明しようとした点にあったよ
うに思う。彼によれば，多国籍企業は，すでに自国市場でも製品差別化に成功
することによって寡占的地位を確立している大企業であり，当然に，この種の
企業の存在する産業は差別化寡占として特徴づけられることになる。このよう
な性格をもつ企業による海外直接投資が，投資先の市場に及ぽす影響は，おそ
らく二面的であろう。
すなわち，一面では，すぐれた製品差別化の武器と，すでにそれにもとづき
獲得している超過利潤のゆえに，この種の企業は参入障壁を乗りこえ，他国市
場に侵入する。そのことによって， そこでの独占を破壊し，集中度を低下さ
せ，市場成果を改善する可能性をもつ。反面，製品差別化によって，やがて占
有率を高め，産業の売手集中度を高めるとともに，競争の形態を価格面から非
価格面に転化させ，価格弾力性を減小させ，資源浪費的な販売促進活動を強化
する。国内企業が対抗上，企業合併を推進する場合には，集中度はいっそう高
まるだろうし，多国籍企業が略奪的行動をとる場合には，市場成果はいっそう
悪化する可能性もある。一体，多国籍企業の発展によって，この相反する 2つ
の側面のいずれが，より強化されているのであろうか。
ケイプスは，今回の会議においても，上記の二側面の可能性を鋭く指摘する
ことを忘れなかったが（リスト14〕， このいずれの側面がより支配的であるか
の実証的研究にもとづく判断は，示さなかったように思う。ケイプス報告のカ
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点は，実はいずれの側面がより支配的であるかといったところにおかれていた
のではない。彼の主たる関心は，集中度が製品差別化を原因として上昇する場
合に，共謀的行動（カルテル）の禁止（差止め）および，企業の分割・ 分離，ぉ
よび持株の強制処分等による売手集中低下のための伝統的な政策手段は，その
有効性の点で大いに問題があることを指摘することであったように思われる。
ケイブスは，広告支出の規制，流通チャンネル支配の規制等の，製品差別化に
基礎をおく参入障壁をより直接に低下するための政策手段が，直接的に集中度
を低下させる政策以外に，必要であると強調したのである。
総じて，今回の会議でも，多国籍企業が各産業の競争的構造に与える相反す
る2つの影響についての透徹した解明は，なされなかった。たしかに，多国籍
企業の反競争的側面の理論的可能性については，多くの論者がこれを問題にし
たが，現実に生起している弊害については，ほとんど鋭い指摘はなされなかっ
た。むしろ，各報告や討論の過程などで受けた印象としては，競争制限的効果
よりも競争促進的効果の方が現実にはより大きいという認識を，各論者が暗黙
のうちに抱いているように思われた。
バーノンは，前述の公開講演において，第2次大戦前の国際カルテルによる
世界市場の公然たる地域分割が，アメリカの反トラスト政策の強化や，企業の
多国籍企業化の進展のまえに崩壊したことや，戦後の貿易・資本の自由化，国
際間の情報流通・交通における効率性の増大と，先進諸国民間における嗜好・
ニーズの収敏化現象を論じた後，多国籍企業化が，かつての国際カルテル時代
にえていた主迫的企業の安定性• 安全性を異なった形で追求する動きであるこ
とを鋭く指摘した。
「多国籍企業は，競争よりも協調と安定を求める存在である」，バーノンは
このように論じながらも，しかしながら現在までのところ，主導企業のこの欲
求・意図は実現されておらず，多国籍企業は，各国市場にはりめぐらされてい
る参入障壁を乗りこえる存在であるという特質によって，競争をかえって活発
化させ，安定性をそこねている点を強調した。
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しかし，多国籍企業の行動が産業組織の競争的性格を増大させているという
点での積極的な実証は，今回の会議ではほとんどなされなかったのではなかろ
うか。多国籍企業が産業組織に与えている両面の効果の実証的分析は，依然と
して今後に残された課題であるように思われる。
?
平素私が興味をもっている第2の問題群は，競争政策の有効性を制約してい
る要因が何かという点にかかる。おそらく問題は，現行の独禁法の規定，その
施行に責任をもつ機関，および独禁法の実施にさいし経済学的基準を与える役
割を果す産業組織論，それぞれのなかに伏在しているように思われる。日本の
例でいえば，独禁法に企業分割の規定がないとか，公正収引委員会が予算・人
員・権限において，適切と思われない制限を課されているとか，産業組織の研
究が，まだ多くの点で問題を残しているとかがこれである。ここではこの最後
の点についてのみふれよう。
産業組織の研究と競争維持政策とは，いわば楽譜とピアノの関係にたとえら
れよう。楽譜にあたる産業組織の研究なしには，演奏は不可能である。
たとえば，かりに独禁法で企業分割の規定がもうけられているとしても，規
模の経済性を無視して企業を分割すれば，技術的効率性をそこねることになる
のは明白であり，そのような経済的進歩に反する政策は，たとえそれが可能で
あるとしても，その社会的コストを考えるとき，是認されるものとは思われな
い。他の事情を一定とすれば， 1産業における競争的な企業数は，できるだけ
多いことがある種の仮説を前提として，望ましいといえるとしても，規模の経
済性の実現という要請と両立する企業数ないし集中度が， どの程度であるか
は，各産業ごとに相違するはずである。さらに平均費用曲線の形状いかんによ
っては，規模の経済性と両立する集中度は，同一の産業でもある幅をもつ場合
が予想される。だから，ここで必要なことは，規模の経済性そのものの実証的
研究，• それと両立する集中度の研究，さらにどの程度の集中度が独占的弊害を
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現実に生むことになるか1)' といった実証的な究明である。しかし， 20年以上
も昔のごく限られたアメリカ産業についてのデータにもとずくベインの研究
〔文献6〕以来，この方面の研究にほとんどみるべき前進はない。私もかつて
この種の研究に手を染めたことがあるが〔文献7〕， その成果は余りにも貧弱
であり，その後の努力にもかかわらず，いまだに公表すべき業績をあげるにい
たっていない。
この点，今回の会議でシャラーによって， 6カ国， 12産業， 125社を対象と
する多工場企業の規模の経済性に関する研究〔リスト17〕の概要が紹介された
ことは，私にとっても非常に大きい刺戟となった。同時に，このような研究プ
ロジェクトを遂行できる便宜をえている同氏を羨しく思った次第である。ただ
しこの成果はいずれ公刊される予定と聞くので2), ここでの詳しい紹介はさし
ひかえたい。なおシャーラーは，今回の報告では規模の経済性そのことに関す
る実証的研究というよりも，むしろ，この研究の副産物として，国境をこえる
企業合併と多工場経営の経済性についての考察を行ったものであり，彼の国際
企業合併に対する規模の経済性の見地からの結論的な評価は，かなり消極的で
あったことを付言するにとどめる。
独禁政策の遂行にとっての最も厄介な問題の 1つは，特許制度と技術の研究
開発，および技術移転に関するものである。技術はその本来の性格上，知識ー
般がそうであるように，これを生産するには費用がかかるが，ひとたび生産さ
れた新知識は，その生産に費用を分担しなかった者にも利用可能である。知識
のもつ公共財的性格と，その生産にインセンティプを与えるために要求される
独占的性格とは，本来相容れないっこの点にかかわる議論については，さしあ
1)周知の売手集中度と利潤率との相関関係についての実証研究は，この問題意識からな
される場合が多い。
2) The principal publication will be F. M. Scherer, Alan Beckenstein, Erich 
Kaufer and R. D. Murphy, The Economics of Multi-plant Operation: An Inter-
national Comparison Analysis. (cf., List 17) 
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たり〔文献8〕を参照されたい。
独禁政策の有効な遂行にとって必要なことは，現行のパテント・システムや
ライセンシングの実状を産業組織論的に究明することである。このことは今日
の国際間における企業の競争制限，たとえば地域割当や国際的差別価格の設定
が，かつての国際カルテルによる販路の割当などとは異なり，特許実施許諾権
と結びつくような形で，いわば特許制度のかげにかくれて行われるケースが多
いだけに，とくに注目されるところである。果して現行の特許制度は，どの程
度に技術的知識の生産の誘因を保障する上で必要な制度なのであろうか。また
この特許制度が現実にどれほどの独占的弊害を生んでいるのであろうか。今回
の会議では，これらの諸点について主として第2分科会で報告・討論がなされ
た。なかでも，シルバーストンは， イギリスの主として化学（医薬品を含む）・
電機（電子工業を含む）・機械および人造繊維の4産業と，石油精製業に従事す
る合計44社を対象として行なった詳細な質問書とインタービューにもとづく調
査の結果を報告した〔リスト 9〕。 しかしこの調査研究の全貌は，前記のシャ
ーラーの場合と同様，近日公刊されるとのことであるからs), ここで不完全な
要約を行うことをさしひかえ，次のシルバーストンの含蓄ある言葉を引用する
にとどめておこう。
「パテントは，産業的発明と革新に対し，限られた誘因しか提供しないことを認識す
ることが大切である。真に巨大なリスクが存在する場合には，たとえば航空機，原子力
および宇宙技術におけるがごとく，政府の干渉と助成が要求される。そしてひとたびこ
の援助が与えられたならば，独占は何等かのパテントからではなく，そうした産業への
私的参入の純然たる費用から生じる。競争からの保護が革新の安全保障にとって重要な
要素と思われるような他のケースでは，構造的独占あるいは寡占が，パテントよりも遥
かに重要であろう。外国貿易や営業に大きい役割を演じる巨大国際会社は，その力を彼
等の所有するパテントよりも，より基本的な要素からえているのである」〔リスト.9〕。
3) Taylor C. T. and Silberston Z. A., The Economic Impact of the Patent 
System-A Study of British Experience, 1973. 
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ところで，規模の経済性や特許制度の現状分析に関しては，以上のような興
味深い研究業績が紹介されたが，こうした実証研究はまだ何といっても開始さ
れたばかりであって，競争政策実施のさいに，その基準を提供できるほどにま
で充実したものとなっていないのが現状である。しかも， こうした実証研究
が，たんにまだ部分的であるというにとどまらず，その実証研究の依拠してい
る方法なり理論仮説なりにも大いに問題がありうるように思われる。そして，
この点をかなり鋭く衝いているのが， マックィーン〔リスト 8〕とヤーメイ
〔リスト28〕のペーパーであった。たとえば，マックィーンは，現在のミクロ
経済学が，寡占，経済開発，知識・学習といった問題の解明について，後進的
な状態を脱していないという同感すべき意見を述べたし，ヤーメイもまた，寡
占のもつ複雑な性格を現代経済学が理論的にも実証的にも十分把握していない
点を指摘した。
しかし，この現状は，どのような新らしい武器によって，どのような方向に
打破することが可能なのだろうか。論者たちは，寡占論や産業組織論につい
て，私どものすでに気づき，ある意味では常識化しつつある問題点を，あらた
めて指摘してくれたが，進んで新しい分析の手法や概念を提示するにはいたら
なかったように思う。それらの問題点の主要なものは，私もすでに指摘してい
るので〔文献9'終章〕， ここではくりかえさないが， 問題意識は洋の東西を
問わず共通していることを実感した次第である。
4 
今回の国際会議の参加者の多くは， 1国の競争政策がもつ限界を，国際協力
によって打開する方向で競争政策の充実をはかるべきである，という共通の見
解をもっていたように思う。 1国の競争政策の有効性に限界があるのは，この
政策が前述の問題性をかかえている上に，国際間の複雑な利害関係が政策実施
の過程で表面化したり， 1国の単独の政策によっては，必ずしも所期の政策目
的を達成することのできないようなケースが，不可避的に生じるからである。
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この後者の問題を以下で取上げることにしよう。
前節で述べたような問題が，かりにかなりの程度解決されたとしても， 1国
レベルでの独禁政策が，国際間の経済活動から生じる問題の処理に，十分有効
性を発揮することができない 1つの典型的なケースは，多国籍企業の国境をこ
える活動に求めることができる。
まず第 1に，多国籍企業は主権国家の課すさまざまな制約をまぬがれうる組
織の柔軟性をもっている。たとえば，①多国籍企業の行なう企業合併が，第 3
国に望ましくない影響をもたらすとしても，第 3国はこれを規制することがで
きない。 A国を母国とする a企業が，同種製品を生産しているB国のb企業を
子会社化したとせよ。また従来， a企業からB国へ商品は輸出されていなかっ
たが， a企業およびb企業はC国へ輸出していたとせよ。この合併によって，
A・B両国市場では，さしあたって売手集中度に変化は発生しないが， C国で
は競争が減殺される可能性がある。しかし， C国ではこの企業合併を阻止する
ことはできない（リスト14〕。
R多国籍企業の行なう租税避難国 (taxhaven country)の利用，内部移転価
格 (transferprice)の活用等は， 1国の租税政策や独禁政策で有効に取締るこ
とができない。周知のように，多国籍企業の親会社は，親会社・子会社間，な
いし子会社相互間の取引価格（内部移転価格）を操作し，特定の子会社または親
会社の計上利益を，人為的に一方の国の子会社または親会社から，他方の国の
親会社または子会社へ移転する。これらによって，当該企業集団全体としての
租税負担を軽減できる。また各国市場の需給条件，競争状態に応じ内部移転価
格を操作することによって，当該市場での効率的な競争企業の存続を脅やかし
たり，逆に非効率的な限界企業を温存するような可能性も生じる。国内の寡占
的大企業とその子会社間に，このようなビヘイビアがみられる場合には，価格
差別・ダンビング・不公正取引方法などで取締ることができるのに対し，多国
籍企業の場合には，取引の相手方が外国に立地しているのであるから，実情の
調査さえも困難となり，競争政策の有効性は減殺されざるをえない。
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もっとも，上記の①のケースは，とくに多国籍企業を前提しなくても，たと
えば，国際カルテルによる古典的な市場分割の場合にもそのままあてはまる。
かりに， A国の企業とB国の企業が協定を結び， A国の企業はC国へのみ， B
国の企業はD国へのみ販売することを協定したとすれば， C国およびD国の市
場では，この協定によって競争が減殺されることになったとしても， C国およ
ぴD国はこの協定を破棄させる法的手段をもたない。いうまでもなく，このよ
うな形の競争制限は，各国経済の相互依存性が高まれば高まるほど多発する可
能性があり，多国籍企業固有の競争制限とはいえない。 しかし， ③のケース
は，明らかに母国の親会社のコントロールが基礎となり，多数国の子会社の政
策が内部的に調整される場合に発生するのであるから，それは多国籍企業固有
のビヘイビアといってよい。いずれにしても， 1国レベルでの競争政策に限界
があることは明白である。
ところで，たんに多国籍企業が 1国政府の課す制約をまぬがれうる組織の柔
軟性をもつとか， 1国政府の政策では，多国籍企業の望ましくないビヘイビア
を取締ることができないといった，消極的な，見方によっては技術的な問題よ
りも，実は，より根本的に重要な問題が伏在している。それは多国籍企業が国
家間に経済的厚生を再配分する機能をもつという論点にかかわる。
この論点を最も明快についたのは，前述のケイプスのペーバー〔リスト14)
であった。ケイプスは次のように論じる。いま，世界におけるダイヤモンド生
産が， 1社または数社の共謀的なグループによって独占されているとせよ。独
占によって，ダイヤモンドの生産量の水準は，競争市場を想定する場合よりも
低く，価格は超過利潤を含む独占価格となる。全世界のダイヤモンド消費者の
経済厚生は，この独占の解体によって高まるが，現実にこの独占を解体できる
法的な力をもつのは，その独占企業の所在する国の政府にかぎられる。この国
の政府に，それではこの独占の解体を行うことを期待できるかといえば，答は
否である。なぜならば，ダイヤモンドの独占を解体することによって，ダイ．ヤ
モンド独占体の所在する国の消費者も利益をうるとはいえ，その利益よりも，
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ダイヤモンド独占体が海外の消費者からの独占的な収奪によって，その国へ持
帰る利益の方が通常大きく，後者を失うことはその国の損失となるからであ
る1)。つまり，反競争的状況ないし独占的状況のコストは， 1国レベルと国際
レベルとで相違するというのである。
もし，たんに多国籍企業の政策上の問題点が， 1国政府の課す制約をまぬが
れることができるという点にかぎられているのであれば，政府間の情報の交換
とか，独禁法の城外適用を相互に認め合うとかの方法をとり，規制の網の目を
こまかくしたり，網を拡大したりすることによって現実的に処理することが，
さして困難ではなくなる。現に，そうした方向に事態は進展しつつあるように
思われる。しかし，独占の解体によって，長期的には，すべての国が利益をう
けるとしても，さしあたっては，このコストと便益が国家間で相違するという
ケースが生じる場合には，国際的な合意をうること自体がむづかしく，問題の
解決は容易ではない。
この問題を解決するには，①各国間の直接的な協定，および③ガットの精神
に沿い，「多国籍企業に関する一般協定」 (GAMC)を締結するといった方法が
考えられる。そしてこのような方法の必要性が，ケイブスはもとより，多くの
会議の参加者によって強調されたことは注目されてよい。ガットの精神で問題
の処理を考えようというのは，ある国が利益をえ，他の国が損失をこうむると
いう再分配問題を，いわば棚上げして，長期的には競争の促進によってすべて
の国が利益をうることになるのだ，という考えにもとづき，競争制限問題を国
際的に処理しようということにほかならない。しかし，果してそううまく事は
運ばれるだろうか。節を改めて管見を述べよう。
. 1)同様な論理によって，なぜ現に各国は国内市場でのカルテルはこれを禁じながら，輸
出カルテルはこれを法認しているのか，その理由が解明できる， とケイブスはいう。
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前節で述べた「多国籍企業に関する一般協定」といったものが締結され，こ
れが有効に作用するには，それを可能にする条件がなければなるまい。それは
結局のところ，多国籍企業ないし国際的寡占の競争制限を排除することにとも
なう費用・便益が，各国間でかなりの程度均等化するということではなかろう
か。これが各国間で著しく相違する場合には，いかにガットの精神を強調して
みても，所詮それはスローガンに終るおそれがある。
他方，上述の意味での費用・便益が国際間で均等化するための現実的条件
は，各国間で多国籍企業のいわば相互乗入れが進展することであろう。多国籍
企業化が，特定の 1国のみを母国として進展するならば，さきに述べたダイヤ
モンド独占の例の示すとおり，国際間で独禁政策に対する合意をうることが困
難となるからである。この意味では，上述の「一般協定」のごときは，各国に
おける企業の多国籍的展開の一定の成熟の基礎の上に，その実現が可能となる
性質のものであろうと思われる。
さて，最近の国連の資料によれば，多国籍企業による海外直接投資残高は，
1971年で総額1,650億ドルに達し，そのうち，アメリカ系多国籍企業がその半
分をしめる（文献10.p. 7〕という不均等性を示しているが，海外直接投資の
伸び率は，ョーロッパ諸国や日本の方が濫かに高い。たとえば， 1960年から
1971年の間，アメリカの海外直接投資の簿価は330億ドルから860億ドルに，ィ
ギリスのそれは120億ドルから240億ドルに増大したのに対し，日本は 3億ド）レ
から45億ド）レヘと， 15倍になった。 ドイ・ツも10倍になり， 1971年には73億ドル
を数える（文献 10.p. 8〕。 従来多国籍企業といえば，アメリカからヨーロッ
パヘ進出するコースが圧倒的に多かったが，近年，ョーロッパからアメリカへ
のコースが増大しつつあると聞く。多国籍企業の相互乗入れの増大傾向は，明
白な事実といってよい。
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この傾向は，独禁政策に対する国際協力と各国間の調整を従来以上に必要と
するとともに，これを現実に可能ならしめる条件が次第に成熟しつつあること
を意味する。国際的独禁政策の前進に対する暗い見通しは，必ずしも当をえて
いないと思う。
もちろん以上のことは，先進国間に関することであって，多国籍企業が発展
途上国に進出する場合の問題点には，全くふれられていない。今回の会議にお
いても，この問題はほとんど取上げられなかったように思う。競争政策的アフ゜
ローチによっては，いわゆる南北問題の解明に資することができないことは，
ほとんど自明だからである。多国籍企業問題は，競争政策による処理の可能性
が増大しつつある先進国間に関するかぎり，もはや深刻な問題とはいえず，む
しろ重点は今後，多国籍企業と発展途上国をめぐる諸問題に移行するのではな
かろうか。今回の会議で取上げられなかったこの問題についての管見は，いず
れ別の機会にゆずり，ひとまずここで筆を掘きたい。 (1973年9月末日稿）
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